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平成 13 年 11 月期  中間決算短信（非連結） 

平成 13 年７月 23 日 
会 社 名 株式会社キャンドゥ             登録銘柄 

コ ー ド 番 号 ２６９８                  本社所在都道府県  東京都 

本 社 所 在 地 東京都北区浮間三丁目 3番 2号 

問い合わせ先  責任者役職名  取締役管理部長  

        氏    名  鈴 木 高 男       ＴＥＬ（０３）５９４４－ ４１１１     

決算取締役会開催日   平成 13 年 ７月 23 日        中間配当制度の有無  有 ・ 無 

中間配当支払開始日   平成   年   月   日 

１．13 年５月中間期の業績（平成 12 年 12 月１日～平成 13 年５月 31 日） 

(1) 経営成績                          （注）記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 
13 年５月中間期 
12 年５月中間期 

百万円   ％ 
13,532（ 41.0 ） 
9,600（  ―  ） 

百万円   ％ 
396（△ 9.6） 
438（  ―  ） 

百万円   ％ 
497（ 31.7 ） 
377（  ―  ） 

 

12 年 11 月 期 20,734（ 35.9 ） 763（ 28.9 ） 727（ 21.5 ）  
 

 
中間(当期)純利益 

1 株 当 た り 中 間 
( 当 期 ) 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株 当 た り 中 間 ( 当 期 ) 純 利益 

 

 
13 年５月中間期 
12 年５月中間期 

百万円   ％ 
273（ 29.5 ） 
210（  ―  ） 

円  銭 
50,106  26 
38,684  46 

円  銭 
                 ――    ― 
                 ――    ― 

 

12 年 11 月 期 323（ 40.0 ） 59,399  05               ――    ―  
(注) 1．持分法投資損益 13 年５月中間期 ―百万円 12 年５月中間期 ―百万円 12 年 11 月期 ―百万円 

   2．期中平均株式数 13 年５月中間期 5,451 株 12 年５月中間期 5,451 株 12 年 11 月期 5,451 株 

   3．会計処理の方法の変更   有  ・  無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 (2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金  

 
13 年５月中間期 
12 年５月中間期 

円 銭 
            0   0 
            0   0 

円 銭 
            0   0 
            0   0 

 

12 年 11 月 期         0  0        5,000  0  
 (3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本  
 

13 年５月中間期 
12 年５月中間期 

百万円 
7,842 
5,462 

百万円 
1,133 
  743 

％ 
14.4 
13.6 

円  銭 
  207,865  99 
  136,465  25 

 

12 年 11 月 期 7,592   890 11.7   163,408  22  
(注) 期末発行済株式数 13 年５月中間期 5,451 株 12 年５月中間期 5,451 株 12 年 11 月期 5,451 株 

(4) キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キ ャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 
期 末 残 高 

 

 
13 年５月中間期 
12 年５月中間期 

百万円 
539 
―― 

百万円 
       △ 423  
         ―― 

百万円 
△ 809 
 ―― 

百万円 
  610 
 ―― 

 

12 年 11 月 期 310      △ 1,053  1,228 1,304  
（注）平成 12 年５月中間期においては、キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

２．13 年 11 月期の業績予想（平成 12 年 12 月１日～平成 13 年 11 月 30 日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末   
 

通 期 
百万円 

27,907 
百万円 

1,057 
百万円 

586 
円 銭 

5,000  0 
円 銭 

5,000  0 
 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 90,936 円 75 銭 

店 
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１． 企業集団の状況 

 

  該当事項はありません。 
 

２．経営方針及び経営成績 

 

（１） 経営の基本方針 
 
   当社は、｢お客様の立場に立って｣を基本に、｢消費生活をより豊かにする事によって地域社会の向上、発 
 展に寄与する｣を経営理念とし、この実現のために｢商品開発の追求｣、｢出店開発の追求｣、｢個店対応の追 
 求｣を目指して経営戦略を展開しております。特に、｢商品開発の追求｣では多くのお客様に｢いいものを安 
 く売る（品質の向上と低価格の実現）｣をモットーに、お客様のニーズに対応した商品開発に力をいれてお 
 ります。 
 
（２） 会社の利益配分に関する基本方針 
 
  当社は、株主に対して長期にわたり安定した利益還元を行うことを重要な経営課題と認識しております。   
   また、内部留保につきましては、収益性と投資効率という観点から当社として最適な投資活動を行うこ 
 とで、事業規模の拡大を図るとともに安定的な経営基盤の確立に努めてまいります。 
 
（３） 中長期的な経営戦略 
 
   当社の中長期経営戦略といたしましては、次の点を重点施策としております。 
     ①消費者ニーズに合った新規商品開発力及びプライベートブランド（ＰＢ）商品の強化 
     ②スクラップアンドビルドによる店舗の大型化 
     ③新システム構築等による商品の在庫管理体制の確立 
 
（４） 対処すべき課題 
    
   当社では｢どんな状況でもやっていける企業体質｣の確立を目指し、常に危機管理の意識づけを行いなが 
 ら、店舗間格差の解消、既存店の活性化、商品開発、同業他社に負けない組織の構築など｢攻め｣と｢守り｣ 
 の両面で優位に立てるよう果敢に挑戦してまいります。具体的には、さらなる商品品質の向上と品揃えの 
 充実を成長の原動力として、店舗開発部門では店舗形態にとらわれない出店、商品開発部門では新規商品 
 開発力の強化、プライベートブランド（ＰＢ）商品の強化、増量計画による実質値下、欠品理由の追及、 
 店舗運営部門では、店舗管理指導の強化による店舗間格差の解消に取り組んでまいります。 
   また、今後の多店舗展開を支えるうえでは、ＯＪＴなどの実施による社員教育の充実とモラルの向上も 
 重要な課題と考えております。 
   当社は、これらの課題に積極的に取り組むことにより、さらなる収益基盤の拡充と業績向上に努めてま 
 いる所存であります。 
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３．経営成績 

 

（１） 中間期の概況 
 
  当中間期におけるわが国経済は、製造業等を中心とした設備投資の増加や企業収益の改善などにより、一
時は緩やかな回復傾向がみられました。しかしながら、一方では依然として個人消費の横ばい状態が続き、
企業倒産の件数や完全失業率も高い水準で推移をしており、海外においても特に米国経済に景気後退の兆候
が現れるなど全体としては、浮揚感の体感できない厳しい状況でありました。 
  このような困難な企業環境下にあって、１００円ショップ業界におきましては、新規店舗の出店数やその
規模の拡大にも見受けられますように、消費者からの支持を引き続き得ることにより、さらなる成長を遂げ
ております。 
  このような状況の中、当社は継続してお客様に満足していただける商品を提供するため、魅力ある商品の
開発や品揃えの拡充に努めることはもちろんのこと、多くのお客様に楽しくショッピングをしていただける
よう、店舗の商品ディスプレイにも気を配り、運営面におきましても、上質な接客・サービスの定着を目的
とした、「接客・サービスに関する店舗チェック」の強化に取り組んでまいりました。 
  店舗展開につきましては、新規店舗が直営店はインショップを中心に 29 店舗、ＦＣ店は法人ＦＣ加盟の多
店舗展開によって 24 店舗を開店いたしました。 
  この結果、当中間期の売上高は、135 億 32 百万円（前年同期比 41.0％増）、営業利益は３億 96 百万円（前
年同期比 9.6％減）、経常利益は４億 97 百万円（前年同期比 31.7％増）となりました。 
  直営店、ＦＣ店別の売上高・店舗数の概況につきましては、次のとおりであります。 
直営店の売上高は 96 億 46 百万円（前年同期比 48.1％増）であり、売上構成比率は 71.3％（前年同期比 3.5％
増）、ＦＣ店の売上高は 37 億 83 百万円（前年同期比 27.4％増）であり、売上構成比率は 27.9％（前年同期
比 3.1％減）となりました。 
  また、当中間期末現在の店舗数は、直営店が 165 店舗、ＦＣ店が 171 店舗となっております。 
 
 
（２） 通期の見通し 
 
  当中間期の売上高前年比 41.0％増をもとに、当社はマーケットシェアーの着実な拡大による販売力強化と
徹底したコストダウンといった収益の向上に直結する活動により、当初の目標達成に努めてまいる所存であ
ります。 
  売上高は 279 億７百万円、経常利益は 10 億 57 百万円、当期純利益は５億 86 百万円を見込んでおります。   
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４．中 間 財 務 諸 表          
(1）中 間 貸 借 対 照 表         （単位：千円未満切り捨て） 

前中間会計期間末 
（平成12年５月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年５月31日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成12年11月30日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成比 

（資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 預 金   679,964  624,464  1,314,002  

２． 売 掛 金  116,313  261,315  164,326  

３． た な 卸 資 産  1,629,295  2,484,496  2,064,290  

４． 未 収 入 金  727,746  1,096,991  853,498  

５． 繰 延 税 金 資 産  -  60,040  37,772  

６． そ の 他   159,045  177,394  133,136  

７. 貸 倒 引 当 金  △5,072  △22,116  △5,881  

 流 動 資 産 合 計  3,307,293 60.5 4,682,586 59.7 4,561,146 60.1 

Ⅱ 固 定 資 産        

１． 有 形 固 定 資 産        

  (1) 建 物  288,628  702,595  607,656  

   (2) 器 具 備 品  501,511  616,950  684,479  

   (3) 土 地  -  252,846  252,846  

 有 形固定資産合計  790,139 14.5 1,572,392 20.0 1,544,983 20.4 

２． 無 形 固 定 資 産  26,044 0.5 23,322 0.3 24,193 0.3 

３． 投資その他の資産        

  (1) 投 資 有 価 証 券  82,471  30,900  37,000  

  (2) 破産債権、更生債権その 他これらに準ずる債権  159,541  152,860  152,860  

  (3) 敷 金 保 証 金   1,162,095  1,404,879  1,278,357  

  (4) 繰 延 税 金 資 産  -  71,978  62,440  

  (5) そ の 他  88,759  56,617  84,177  

  (6) 貸 倒 引 当 金  △153,408  △153,040  △153,033  

 投資その他の資産合計  1,339,460 24.5 1,564,196 20.0 1,461,802 19.2 

 固 定 資 産 合 計  2,155,644 39.5 3,159,911 40.3 3,030,978 39.9 

 資 産 合 計  5,462,937 100.0 7,842,497 100.0 7,592,125 100.0 
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                                                                               （単位：千円未満切り捨て） 

前中間会計期間末 
（平成12年５月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年５月31日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成12年11月30日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成比 

（負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１． 支 払 手 形   2,010,611  2,521,798  2,232,019  

２． 買 掛 金  1,449,915  2,033,803  1,534,830  

３． 短 期 借 入 金  110,000  276,000  1,014,800  

４． 一年以内返済予定長期借入金  53,260  86,640  86,640  

５． 未 払 金  377,974  458,878  422,609  

６． 未 払 費 用  175,012  244,908  201,877  

７． 未 払 法 人 税 等  170,076  241,668  225,000  

８． 設 備 支 払 手 形  180,539  167,420  357,992  

９． そ の 他  11,578  70,902  24,356  

 流 動 負 債 合 計  4,538,967 83.0 6,102,021 77.8 6,100,124 80.4 

Ⅱ 固 定 負 債        

１． 長 期 借 入 金  50,100  392,740  436,060  

２． 退 職 給 与 引 当 金  9,249  -  13,002  

３． 退 職 給 付 引 当 金  -  39,058  -  

４． そ の 他  120,748  175,600  152,200  

 固 定 負 債 合 計  180,098 3.3 607,398 7.8 601,262 7.9 

 負 債 合 計  4,719,065 86.3 6,709,420 85.6 6,701,387 88.3 

        

（資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金  272,550 5.0 272,550 3.4 272,550 3.6 

Ⅱ 資 本 準 備 金  4,920 0.1 4,920 0.0 4,920 0.1 

Ⅲ 利 益 準 備 金  4,150 0.1 6,875 0.1 4,150 0.0 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

 中間(当期）未処分利益  462,252  852,266  609,118  

 その他の剰余金合計  462,252 8.5 852,266 10.9 609,118 8.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  - - △3,534 △0.0 - - 

 資 本 合 計  743,872 13.7 1,133,077 14.4 890,738 11.7 

 負 債 ・ 資 本 合 計  5,462,937 100.0 7,842,497 100.0 7,592,125 100.0 
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 (２）中 間 損 益 計 算 書  （単位：千円未満切り捨て） 

前中間会計期間 
 

自 平成11年12月１日 
至 平成12年５月31日 

当中間会計期間 
 

自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  9,600,116 100.0 13,532,092 100.0 20,734,928 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  6,617,275 68.9 9,395,935 69.4 14,276,273 68.9 

 売 上 総 利 益   2,982,841 31.1 4,136,157 30.6 6,458,655 31.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,544,297 26.5 3,739,789 27.6 5,695,243 27.4 

 営 業 利 益   438,543 4.5 396,367 2.9 763,412 3.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益  19,537 0.2 127,638 0.9 51,327 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用  80,437 0.8 26,782 0.2 86,859 0.4 

 経 常 利 益  377,643 3.9 497,223 3.7 727,880 3.5 

Ⅵ 特 別 利 益  1,536 0.0 19,916 0.1 2,158 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失  15,298 0.1 31,413 0.2 77,200 0.4 

 税引前中間(当期)純利益  363,880 3.8 485,726 3.6 652,838 3.1 

 法人税、住民税及び事業税  153,011 1.6 241,839 1.8 393,621 1.9 

 過 年 度 法 人 税 ､ 
住 民 税 及 び 事 業 税  - - - - 1,694 0.0 

 法 人 税 等 調 整 額  - - △29,241 △0.2 △66,261 △0.3 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  210,869 2.2 273,129 2.0 323,784 1.5 

 前 期 繰 越 利 益  251,383  579,137  251,383  

 過 年度税効果調整額  -  -  33,950  

 中間(当期)未処分利益  462,252  852,266  609,118  
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(３）中間キャッシュ・フロー 計 算 書 

 

（単位：千円未満切り捨て） 

当中間会計期間 
 

自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税引前中間（当期）純利益 485,726  652,838 
 減価償却費 128,669  202,481 
 長期前払費用償却費 11,184  26,403 
 その他の販売費及び一般管理費 1,861  3,417 
 貸倒引当金の増加額 16,241  111,314 
 退職給与引当金の減少額（△）又は増加額 △ 13,002  6,676 
 退職給付引当金の増加額 39,058  - 
 受取利息 △ 2,149  △ 7,911 
 為替差益 -  △ 6,840 
 デリバティブ差益 △ 45,446  - 
 その他の営業外収益 △ 158  △ 375 
 支払利息 8,666  7,865 
 為替差損 582  - 
 固定資産売却益 -  △ 390 
 固定資産売却損 424  - 
 固定資産除却損 9,606  27,764 
 退店違約金 -  1,200 
 長期前払費用償却費（特別損失） 899  1,973 
 ソフトウェア償却費（特別損失） -  792 
 投資有価証券評価損 -  45,471 
 売上債権の増加額 △ 96,988  △ 65,244 
 棚卸資産の増加額 △ 420,205  △ 1,217,064 
 仕入債務の増加額 788,753  1,087,988 
 未収入金の増加額 △ 263,915  △ 312,471 
 貸付金（割賦売上債権）への振替額 △ 568  △ 128,622 
 未払金の増加額 7,491  204,031 
 その他資産の純増加額（△）又は純減少額 △ 6,395  45,098 
 その他負債の純増加額 119,700  88,119 
 役員賞与の支払額 -  △ 4,000 
 小計 770,036  770,516 
 利息及び配当金の受取額 2,651  5,861 
 利息の支払額 △ 8,305  △ 8,497 
 法人税等の還付額 139  - 
 法人税等の支払額 △ 224,746  △ 457,360 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 539,774  310,519 
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（単位：千円未満切り捨て） 

当中間会計期間 
 

自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 

当

会
計
期

 
金 額 

    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 
 

 有形固定資産の取得による支出 △ 344,971  △ 978,361 
 有形固定資産の売却による収入 43,475  5,866 
 無形固定資産の取得による支出 △ 990  △ 6,955 
 無形固定資産の売却による収入 -  366 
 投資有価証券の取得による支出 -  △ 82,471 
 貸付金の回収による収入 -  10,888 
 貸付金（割賦売上債権）の回収による収入 16,107  154,051 
 長期前払費用の支出 △ 1,442  △ 21,723 
 敷金保証金の差入による支出 △ 144,690  △ 273,588 
 敷金保証金の返還による収入 11,560  145,878 
 その他投資等の支出 △ 3,156  △ 15,499 
 その他投資等の回収による収入 538  7,836 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 423,572  △ 1,053,713 
     
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 短期借入による収入 420,000  1,564,000 
 短期借入金の返済による支出 △ 1,158,800  △ 688,800 
 長期借入による収入 -  460,000 
 長期借入金の返済による支出 △ 43,320  △ 79,720 
 配当金の支払額 △ 27,255  △ 27,255 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 809,375  1,228,225 
     
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 582  6,840 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額（△）又は増加

額 
△ 693,754  491,871 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,304,002  812,131 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 610,248  1,304,002 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１.資産の評価基準及び評価方法 
（1）有価証券 
      その他有価証券 
        時価のあるもの 
          中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
        移動平均法により算定） 
（2）たな卸資産 
     商  品 
      本部在庫品：総平均法による原価法 
      店舗在庫品：売価還元法による原価法 
 
２.デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
    デリバティブ 
      時価法 
 
３.固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 
   定率法による減価償却を実施しております。ただし、平成 10 年４月１日以降取得の建物（建物附属 
  設備を除く）については、定額法にて実施しております。 
（2）無形固定資産 
   ソフトウェア（自社利用） 
   社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 
（3）長期前払費用 
   定額法によっております。 
 
４.引当金の計上基準 
（1）貸倒引当金 
       売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念 
   債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
（2）退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会 
     計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
       なお、会計基準変更時差異（20,483 千円）については、当中間会計期間において一括して費用処理 
   をしております。 
 
５.外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し  
 ております。 
 
６.リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
７.中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な 
  預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月以 
  内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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８.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理 
      税抜方式によっております。 
 
 
（追加情報） 
 
１.税効果会計 
    中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間から税効果会計を適用しております。 
 
２.退職給付会計 
  当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業 
 会計審議会 平成 10 年 6月 16 日））を適用しております。これに伴い、従来の方法によった場合と比べ 
 て、退職給付費用が 6,535 千円増加し、経常利益は同額減少し、税引前中間純利益は 6,535 千円減少して 
 おります。 
 
３.金融商品会計 
  当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業 
 会計審議会 平成 11 年１月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上基準、その他金 
 融商品の評価方法について変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比べて、経常 
 利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 29,413 千円増加しております。 
 
４.外貨建取引等会計基準 
    当中間会計期間から改正後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する 
 意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この変更による損益への影響額
はありません。 
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注記事項 
 
（中間貸借対照表関係） 

 
 

前中間会計期間末 
（平成12年５月31日現在） 

 
当中間会計期間末 

（平成13年５月31日現在） 

 
前事業年度 

（平成12年11月30日現在） 

 
１.有形固定資産の減価償却累計額 
              290,844 千円 
 
２.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

敷金保証金         138,900千円 

  

   

 

 

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金          110,000千円 
一年以内返済予定長期借入金   19,660 

長期借入金          8,900     
      計         138,560 千円 

 
１.有形固定資産の減価償却累計額 
                     512,186 千円 
 
２.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

建 物             193,027千円 

土 地             252,846 

敷金保証金         107,400   

    計       553,274千円 

  

  担保付債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金          276,000千円 
一年以内返済予定長期借入金   86,640 

長期借入金        392,740       
      計         755,380 千円 

 
１.有形固定資産の減価償却累計額 
                   394,962 千円 
 
２.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

現 金 預 金            1,000,000千円 

建 物             196,223 

土 地             252,846 

敷金保証金         107,400   

    計     1,556,470千円  

  担保付債務は次のとおりでありま

す。 

短期借入金        1,000,000千円 
一年以内返済予定長期借入金   86,640 

長期借入金        436,060     
      計        1,522,700 千円  
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（中間損益計算書関係） 

 
 

前中間会計期間 
 

自 平成11年12月１日 
至 平成12年５月31日 

 
当中間会計期間 

 
自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

 
前事業年度 

 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

 
１.営業外収益のうち主要なもの 
  受取利息       3,504 千円 
   事務手数料収入等   5,825 
   受取人件費収入     2,996 
２.営業外費用のうち主要なもの 
  支払利息       2,729 千円 
   貸倒引当金繰入額  77,052 
３. 
 
４.特別損失のうち主要なもの 
   固定資産除却損    13,619 千円 
 
５.減価償却実施額 
   有形固定資産      80,061 千円 
  無形固定資産       1,536 
 
 

 
１.営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息           1,974 千円 
   デリバティブ差益  45,446  
   為替差益          32,184  
２.営業外費用のうち主要なもの 
  支払利息       8,666 千円 
   株式公開費用      10,282 
３. 
    
４.特別損失のうち主要なもの 
   固定資産除却損     9,606 千円 
   固定資産売却損       424 
５.減価償却実施額 
  有形固定資産     128,669 千円 
  無形固定資産       1,861 
 
 

 
１.営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息       7,911 千円 
   事務手数料収入等  12,759 
   為替差益          11,869 
２.営業外費用のうち主要なもの 
  支払利息       7,865 千円 
   貸倒引当金繰入額  77,052 
３.特別利益のうち主要なもの 
   固定資産売却益       390 千円 
４.特別損失のうち主要なもの 
   固定資産除却損    27,764 千円 
 
５.減価償却実施額 
   有形固定資産     202,481 千円 
  無形固定資産       3,397 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（単位：千円未満切り捨て） 
 

当中間会計期間 
 

自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

 
前事業年度 

 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成13年５月31日現在） 

 現金預金勘定               624,464 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △ 14,216  

（平成12年11月30日現在） 

 現金預金勘定             1,314,002 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △ 10,000  

 現金及び現金同等物            610,248   現金及び現金同等物          1,304,002  

 
（リース取引関係） 

 
 

前中間会計期間 
 

自 平成11年12月１日 
至 平成12年５月31日 

 
当中間会計期間 

 
自 平成12年12月１日 
至 平成13年５月31日 

 
前事業年度 

 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

１.リース物件の所有権が借主に移転 
 すると認められるもの以外のファ 
 イナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当
額、 

  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
(2) 未経過リース料中間期末残
高相 

 当額 
 １ 年 内    10,936 千円 
１ 年 超    17,295 千円 

    合  計     28,231 千円 
(3) 支払リース料、減価償却費
相当 

 額及び支払利息相当額 
支払リース料     5,842 千円 
減価償却費相当額   5,414 千円 
支払利息相当額     476 千円 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残 
   存価額を零とする定額法によっ 
   ております。 
  (5)利息相当額の算定方法 
     リース料総額とリース物件の取 
   得価額相当額との差額を利息相当 
   額とし、各期への配分方法につい 
   ては、利息法によっております。 

１.リース物件の所有権が借主に移転 
 すると認められるもの以外のファ 
 イナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当
額、 

  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 
 
        
 
 
 
 
 
 
 
(2) 未経過リース料中間期末残
高相 

 当額 
 １ 年 内    77,966 千円 
１ 年 超    274,007 千円 

    合  計     351,974 千円 
(3) 支払リース料、減価償却費
相当 

 額及び支払利息相当額 
    支払リース料    28,949 千円 
減価償却費相当額  25,904 千円 
支払利息相当額   5,100 千円 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 
 

同    左 
 

(5)利息相当額の算定方法 
 

同    左 
 

１.リース物件の所有権が借主に移転 
 すると認められるもの以外のファ 
 イナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当
額、 

  減価償却累計額相当額及び期末 
  残高相当額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 

取得価額 減価償却 期末残高取得価額 減価償却 期末残高取得価額 減価償却 期末残高

　　千円 　　千円 　　千円

器具備品 378,108 38,738 339,369

無形固定資産 30,000 20,540 9,460

合　　計 408,108 59,278 348,829

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残    高
相 当 額

　　千円 　　千円 　　千円

器具備品 23,991 12,211 11,779

無形固定資産 30,000 14,540 15,460

合　　計 53,991 26,751 27,239

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残    高
相 当 額
        

(2) 未経過リース料期末残高相
当額 

 
 １ 年 内    19,492 千円 
１ 年 超    38,469 千円 

    合  計     57,962 千円 
(3) 支払リース料、減価償却費
相当 

 額及び支払利息相当額 
支払リース料   13,034 千円 
減価償却費相当額  12,037 千円 
支払利息相当額   1,142 千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
 

同    左 
 

(5)利息相当額の算定方法 
 

同    左 

　　千円 　　千円 　　千円

器具備品 60,247 15,834 44,413

無形固定資産 30,000 17,540 12,460

合　　計 90,247 33,374 56,873

相 当 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額

　　千円 　　千円 　　千円

器具備品 60,247 15,834 44,413

無形固定資産 30,000 17,540 12,460

合　　計 90,247 33,374 56,873

相 当 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額

　　千円 　　千円 　　千円

器具備品 60,247 15,834 44,413

無形固定資産 30,000 17,540 12,460

合　　計 90,247 33,374 56,873

相 当 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額
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５．販売実績 

（単位：千円未満切り捨て） 
 

前中間会計期間 
自 平成 11 年 12 月１日 
至 平成 12 年５月 31 日 

 

 
当中間会計期間 

自 平成 12 年 12 月１日 
至 平成 13 年５月 31 日 

 

対前年中間期比 

 
前事業年度 

自 平成 11 年 12 月 １日 
至 平成 12 年 11 月 30 日 

    
    期 別 
 
 
区 分 

金 額 構 成比 金 額 構 成比 増 減 額 増減率 金 額 構成比 

日用雑貨 4,467,342 46.5 6,693,674 49.5 
2,226,33

2 
49.8 9,963,499 48.1 

加工食品 2,044,585 21.3 2,953,302 21.8 908,716 44.4 4,173,808 20.1 

 
直 
 
営 
 
店 
 
売 
 
上 
 
 

直営店計 6,511,928 67.8 9,646,977 71.3 
3,135,04

9 
48.1 14,137,307 68.2 

日用雑貨 2,045,428 21.3 2,614,055 19.3 568,627 27.8 4,502,349 21.7 

加工食品 924,810 9.7 1,169,086 8.6 244,275 26.4 1,866,710 9.0 

 
フ 
ラ 
ン 
チ 
ャ 
イ 
ズ 
売 
上 
 
 

フランチャイズ
計 

2,970,238 31.0 3,783,141 27.9 812,902 27.4 6,369,059 30.7 

その他 117,949 1.2 101,974 0.8 △15,975 △13.5 228,561 1.1 

合 計 9,600,116 100.0 13,532,092 100.0 
3,931,97

6 
41.0 20,734,928 100.0 

（注）フランチャイズ売上とは、フランチャイズ加盟店（商品の供給及び販売促進策等を提供することにより直営店と 

同じ営業形態を持つ店）に対する１００円商品の供給であります。 
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６．地域別店舗数の状況 

（単位：店） 

当中間会計期間末全店店舗数 
（平成13年５月31日現在） 比  較  増  減 前期末全店店舗数 

（平成12年11月30日現在） 
        
        期 別 
 
地 域 
 

直営店舗 フランチャ
イズ店舗 計 直営店舗 フランチャ

イズ店舗 計 直営店舗 フランチャ
イズ店舗 計 

北 海 道      21 6 27 5 - 5 16 6 22 

青 森 県      - 4 4 - 1 1 - 3 3 

岩 手 県      1 1 2 1 1 2 - - - 
宮 城 県      2 4 6 1 - 1 1 4 5 

山 形 県      5 1 6 - - - 5 1 6 

福 島 県      7 1 8 3 - 3 4 1 5 

茨 城 県 5 - 5 1 - 1 4 - 4 

栃 木 県      4 1 5  △ 1 -  △ 1 5 1 6 

群 馬 県      6 1 7 1  △ 1 - 5 2 7 

埼 玉 県      34 6 40 4 1 5 30 5 35 

千 葉 県      15 4 19 - - - 15 4 19 

東 京 都      35 29 64 5 1 6 30 28 58 

神 奈 川 県      19 18 37 4  △ 1 3 15 19 34 

新 潟 県      - 2 2 - 1 1 - 1 1 

石 川 県      - 1 1 - - - - 1 1 

福 井 県      - 1 1 - - - - 1 1 

山 梨 県      1 3 4 - - - 1 3 4 

長 野 県      3 3 6 2  △ 1 1 1 4 5 

静 岡 県      - 3 3 - - - - 3 3 

愛 知 県      - 1 1 - - - - 1 1 

京 都 府      1 1 2 1 - 1 - 1 1 

大 阪 府      - 2 2 - - - - 2 2 

兵 庫 県      - 8 8 - 1 1 - 7 7 

愛 媛 県      - 2 2 - - - - 2 2 

山 口 県      - 1 1 - 1 1 - - - 
福 岡 県      2 22 24 - 2 2 2 20 22 

佐 賀 県      - 1 1 - - - - 1 1 

長 崎 県      3 2 5 1 - 1 2 2 4 

熊 本 県      - 2 2 - 1 1 - 1 1 

大 分 県      - 3 3 - - - - 3 3 

宮 崎 県      1 7 8 -  △ 1  △ 1 1 8 9 

鹿 児 島 県      - 25 25 - 4 4 - 21 21 

沖 縄 県      - 5 5 - 4 4 - 1 1 

合 計      165 171 336 28 14 42 137 157 294 
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７．有価証券関係 

 

（前中間会計期間及び前事業年度） 
有価証券の時価等                                                         （単位：千円未満切り捨て） 

前中間会計期間末（平成12年５月31日現在） 前事業年度（平成12年11月30日現在）  
 
 中間貸借対

照表計上額 時 価 評 価 損 益 貸借対照表
計上額 時 価 評 価 損 益 

 
- 
- 
- 

 
- 
- 
- 

 
- 
- 
- 

 
- 
- 
- 

 
- 
- 
- 

 
- 
- 
- 

流動資産に属するもの 
株    式 
債    券 
そ   の   他 
小        計 

- - - - - - 
 

82,200 
- 
- 

 
59,900 

- 
- 

 
△ 22,300 

- 
- 

 
37,000 

- 
- 

 
37,000 

- 
- 

 
- 
- 
- 

固定資産に属するもの 
株    式 
債    券 
そ   の   他 
小        計 82,200 59,900 △ 22,300 37,000 37,000 - 

合        計 82,200 59,900 △ 22,300 37,000 37,000 - 
（注）時価（時価相当額を含む）の算定方法 
   店頭売買有価証券 
    日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 

 

（当中間会計期間） 
その他有価証券で時価のあるもの                                          （単位：千円未満切り捨て） 

 
 
 

取 得 原 価 中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 差 額 

株        式 37,000 30,900 △ 6,100 

合        計 37,000 30,900 △ 6,100 
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８．デリバティブ取引関係 

 
（前中間会計期間及び前事業年度） 
 （1）取引の状況に関する事項 

 
前中間会計期間 

 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年５月31日 

 
前事業年度 

 
自 平成11年12月１日 
至 平成12年11月30日 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんの
で、該当事項はありません。 
 

1.取引内容及び利用目的等 
通貨スワップ取引を利用しております。 
約定レートにより、継続的に米ドルを入手する目的でク
ーポンスワップ契約を締結しております。 
2.取引に対する取組方針 
商品輸入のための米ドル手当を目的とし、これらの予算
金額を超えない範囲で設定しております。 
3.取引に係るリスクの内容 
為替レートが約定レートより円高になったときは、損失
が発生するリスクを有しております。なお契約先はいずれ
も信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履
行によるリスクはほとんどないと認識しております。 
4.取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については、案件ごとに取締役会で決

定され、取引の実行及び管理は管理部が行っており、経過

につき取締役会で定期的に報告を行っております。 

5.その他 

 ｢取引の時価等に関する事項｣における契約額又は想定元

本額は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契

約額又は想定元本額であり、当該金額自体がデリバティブ

取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

 
（2）取引の時価等に関する事項 
  通貨関連 
                              デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益    （単位：千円未満切り捨て） 

前中間会計期間末（平成 12 年５月 31 日現在） 前事業年度（平成 12 年 11 月 30 日現在） 

契 約 額 等 契 約 額 等 

区 
 
分 

種  類 

 内１年超 
時 価 評価損益 

 内１年超 
時 価 評価損益 

市 
場 
取 
引 
以 
外 
の 
取 
引 

通貨スワップ取引 
米 ド ル 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
4,658,008 

 
4,658,008 

 
5,492 

 
5,492 

合  計 － － － － 4,658,008 4,658,008 5,492 5,492 

（注）時価の算定方法は契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 
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（当中間会計期間）                                                       （単位：千円未満切り捨て） 

対 象 物 の 種 類 取 引 の 種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益 

通   貨 
 
 
 
 

 
オプション取引 売建プット米ドル 
 
        買建コール米ドル 
 
スワップ取引 
 

 
178,425 

 
178,425 

 
4,658,008 

 
△ 3,552 

 
1,173 

 
47,824 

 
△ 1,152 

 
△ 1,226 

 
47,824 

合          計 5,014,858 45,446 45,446 

 

9．重要な後発事象 

 

 当社は、平成 13 年５月 22 日及び平成 13 年６月６日開催の取締役会において、下記の要領による新株式の
発行を決議し、平成 13 年６月 26 日に払込が完了いたしました。 
 この結果、平成 13 年６月 27 日付で資本金 825,050 千円、発行済株式数は 6,451 株となっております。 
   
    有償・一般募集（ブックビルディング方式） 
  発行数        額面普通株式 1,000 株 
  額面金額             50,000 円 
  １株の発行価格        1,500,000 円 
  資本組入額                  552,500 円 
  払込期日            平成 13 年６月 26 日 
  配当起算日          平成 13 年６月 １日 
  手取金の使途     コンピュータシステムの増強及び今後の事業拡大に備え、安定資金として運用する 
                      予定であります。 
 


